
                           【上北地方教育・福祉事務組合】 

 

特定事業主行動計画（女性活躍推進法）に基づく取組の実施状況の公表 

 

 
 女性活躍推進法第１５条第６項に基づき、上北地方教育・福祉事務組合における特定事業主計画に 

基づく取組の実施状況を公表します。 

 
１．数値目標の進捗状況 

 

【目標１】 

令和７年度までに、育児休業を取得する男性職員の割合を１０％以上にすることを目指します。 

  

令和４年４月１日現在 

年 度 
男性職員 女性職員 

育休対象者 育休取得者 取得率 育休対象者 育休取得者 取得率 

Ｈ28年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｈ29年度 ２ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｈ30年度 ０ ０ 0.0％ １ １ 100.0％ 

Ｈ31年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｒ２年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｒ３年度 １ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

 

【目標２】 

令和 7年度までに、男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得割合を５０％以上 

に目指します。 

令和４年４月１日現在 

年 度 
配偶者出産休暇 育児参加休暇 

対象者 取得者 取得率 対象者 取得者 取得率 

Ｈ28年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｈ29年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｈ30年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｈ31年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｒ２年度 ０ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

Ｒ３年度 １ ０ 0.0％ ０ ０ 0.0％ 

 

【取組内容】 

 分析結果により、当組合において男性職員の育児全般に係る休暇取得率が低い状況にある 

ことから、男性職員に対して男性の家事、育児などへの参画を促す取組を行った。 

 特定事業主行動計画、平成２８年度～令和３年度の取得実績、法律の概要等、各施設へ回 

覧・掲示して職員への周知を図った。 

 


